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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
一対の電極間の少なくとも一方に誘電体を設け、一方の電極上に少なくとも非平面形状の
被処理面を有する被処理物を載置し、前記電極間にヘリウムガスを含む処理用ガスを供給
しつつ電極間に高周波電力を供給することで、電極間に大気圧近傍の圧力下でプラズマを
生成させ、前記被処理物を処理するプラズマ処理方法において、
前記処理用ガスは酸素ガスを含み同径の複数系統から前記電極間に供給され、１つ以上の
ガス系統でガスの供給流量が異なり、かつ、前記被処理面と電極とのなす距離が大きい領
域ではプラズマ状態の前記ヘリウムガスの流速を大きくし、前記被処理面と電極とのなす
距離が小さい領域ではプラズマ状態の前記ヘリウムガスの流速を小さくすると共に前記被
処理面と電極とのなす距離が大きい領域に比べ前記酸素ガスに対する前記ヘリウムガスの
濃度も個々のガス系統より供給する前記酸素ガスと前記ヘリウムガスの比を変化させるこ
とで小さくし前記被処理物を処理すること
を特徴とするプラズマ処理方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、大気圧近傍の圧力下でプラズマを用い、プリント基板、電子部品、半導体、
光学部品関連、ディスプレイ、とりわけ被処理面が平面でない被処理物に対して、被処理
面を均一にエッチング、成膜および表面処理するためのプラズマ処理方法および装置に関
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するものである。
【背景技術】
【０００２】
　大気圧近傍の圧力下で生成するプラズマ（以下、大気圧プラズマと称する）を用いたプ
ラズマ処理方法および装置は、装置コスト削減、省スペース、および省エネなどの理由か
ら、例えばプリント基板、電子部品、半導体、光学部品などの製造工程におけるエッチン
グ、成膜および表面処理工程の一部において、減圧装置を用いたプラズマからの転換が図
られている。
【０００３】
　第１の従来例としてのプラズマ処理方法および装置を、図１７を用いて説明する。
【０００４】
　図１７におけるプラズマ処理装置は、上部電極１と下部電極２を設け、下部電極２上に
被処理物３を載置可能な構造となっており、処理ガス供給装置４、ガス流路５およびガス
噴出板６と、ガス噴出板６上のガス噴出面７と、ガス噴出面７の面内に設けた複数のガス
噴出口８を経由して、被処理物３に対して処理ガスを供給可能な構造となっている。また
、上部電極１には高周波電源９を連結し下部電極２を接地電位とすることで両電極間に高
周波電力を印加可能な構造となっている。
【０００５】
　この装置によるプラズマ処理の一例として、下部電極２上に被処理物３を載置し、処理
ガス供給装置４より処理ガスとしてＨｅ＝９７０ｓｃｃｍ、Ｏ2＝３０ｓｃｃｍを供給し
、高周波電源９より電力を８０Ｗ供給することで、上部電極１と被処理物３の間にプラズ
マ１０を生成でき、被処理面を処理できる。
【０００６】
　また、上記プラズマ処理方法により、被処理面上にフォトレジスト膜を塗布した被処理
物３をプラズマ処理することが可能である。
【０００７】
　図１７は、特許文献１に開示されているプラズマ処理方法および装置を基本としており
、一方に固体誘電体を設けた一対の電極間にプラズマを生成し、被処理物を電極間に載置
することで被処理面をプラズマ処理する方法である。この方法は、一般にダイレクト方式
と呼ばれ、次の２つの利点により、様々な被処理物に適用されている。
【０００８】
　▲１▼被処理物のサイズに合わせて電極のサイズを大きくすることで、容易に、被処理
面全体に安定なプラズマを生成することができ、処理時間を短くできる。
【０００９】
　▲２▼比較的容易な構造で安定にプラズマを生成でき、装置コストを低減できる。
【００１０】
　次に、第２の従来例としてのプラズマ処理方法および装置を、図１８を用いて説明する
。プラズマ処理方法および装置は第１の従来例と同様であるが、被処理物として被処理面
が平面でない、異形被処理物１１－ａを用いている。異形被処理物の形状は、図示したよ
うに、球面（凸形状）をなしている。
【００１１】
　この装置によるプラズマ処理の一例として、下部電極２上に異形被処理物１１－ａを載
置し、処理ガス供給装置４より処理ガスとしてＨｅ＝９７０ｓｃｃｍ、Ｏ2＝３０ｓｃｃ
ｍを供給し、高周波電源９より電力を８０Ｗ供給することで、上部電極１と異形被処理物
１１－ａの間にプラズマ１０を生成でき、被処理面を処理できる。
【００１２】
　また、上記プラズマ処理方法により、被処理面上にフォトレジスト膜を塗布した異形被
処理物１１－ａをプラズマ処理することが可能である。
【００１３】
　次に、第３の従来例としてのプラズマ処理方法および装置を、図１９を用いて説明する
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。処理方法および装置は第１の従来例と同様であるが、被処理物として被処理面が平面で
ない、異形被処理物１１－ｂを用いている。異形被処理物の形状は、図示したように、逆
円錐面（凹形状）をなしている。
【００１４】
　この装置によるプラズマ処理の一例として、下部電極２上に異形被処理物１１－ｂを載
置し、処理ガス供給装置４より処理ガスとしてＨｅ＝９７０ｓｃｃｍ、Ｏ2＝３０ｓｃｃ
ｍを供給し、高周波電源９より電力を８０Ｗ供給することで、上部電極１と異形被処理物
１１－ｂの間にプラズマ１０を生成でき、被処理面を処理できる。
【００１５】
　また、上記プラズマ処理方法により、被処理面上にフォトレジスト膜を塗布した異形被
処理物１１－ｂをプラズマ処理することが可能である。
【００１６】
　次に、第４の従来例としてのプラズマ処理方法および装置を、図２０を用いて説明する
。被処理物は異形被処理物１１－ａを用いている。処理方法および装置は第１の従来例と
ほぼ同様であるが、ガス噴出面７が被処理面と同等の曲面をもつ凹形状をなしている点で
異なる。
【００１７】
　この装置によるプラズマ処理の一例として、下部電極２上に異形被処理物１１－ａを載
置し、処理ガス供給装置４より処理ガスとしてＨｅ＝９７０ｓｃｃｍ、Ｏ2＝３０ｓｃｃ
ｍを供給し、高周波電源９より電力を８０Ｗ供給することで、上部電極１と異形被処理物
１１－ａの間にプラズマ１０を生成でき、被処理面を処理できる。
【００１８】
　また、上記プラズマ処理方法により、被処理面上にフォトレジスト膜を塗布した異形被
処理物１１－ａをプラズマ処理することが可能である。
【特許文献１】特許第２１３８８９５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１９】
　第１の従来例としてのプラズマ処理方法および装置にて被処理面上にフォトレジスト膜
を塗布した被処理物をプラズマ処理した結果を次に示す。
【００２０】
　処理速度と面内均一性を評価するために、被処理面の中央部とΦ３８ｍｍ位置の外周部
４点の計５点において、フォトレジストのアッシングレートを測定した。
【００２１】
　５点測定の平均で、アッシングレートは１．２０μｍ／ｍｉｎ、面内均一性は±３．１
％と非常に高速で均一性よくプラズマ処理することができた。
【００２２】
　しかしながら、被処理面が平面でない、異形被処理物を処理する場合、従来例では以下
の問題点があった。
【００２３】
　図１８および図１９のように被処理面と電極のなす距離が小さい箇所にプラズマが集中
し、被処理面と電極のなす距離が大きい箇所では処理速度が著しく小さくなった。すなわ
ち、第２の従来例のように、被処理面が凸形状であれば被処理面の極大部（図では中央部
）に集中してプラズマが生成し、第３の従来例のように、被処理面が凹形状であれば被処
理面の外周部に集中してプラズマが生成した。従って、被処理面全面を一括で処理できな
い、あるいは全面処理するのに莫大な時間がかかるといった問題があった。
【００２４】
　またこの状態で、プラズマ生成領域を拡大するために高周波電力を大きくするなどした
場合、未生成領域へプラズマが充分に拡散される前に放電モードがアーク放電に移行して
しまうといった問題があった。
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【００２５】
　これに対し、図２０のようにガス噴出面７を被処理面と同等の形状に作製することで、
被処理面を一括で均一に処理することが可能となる。しかしこの場合、被処理面の形状に
合わせてガス噴出板６を作製しなければならないが、ガス噴出板６は、基本的にセラミッ
クで作製されるため、曲面やテーパを要する加工にはコストがかかるといった問題があっ
た。
【００２６】
　さらに、生産現場で被処理面の形状が複数種類ある場合、それぞれの形状に合わせたガ
ス噴出板を作製する必要があり、さらにコストがかかるといった問題があった。
【００２７】
　本発明は、上記従来の問題点に鑑み、平面でない被処理面に対して、全面を均一に一括
処理することで処理時間を短縮できるプラズマ処理方法および装置、また簡易的な構造あ
るいは汎用性の高い構造とすることで装置コストを低減できるプラズマ処理装置を提供す
ることを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００２８】
　本願発明のプラズマ処理方法は、一対の電極間の少なくとも一方に誘電体を設け、一方
の電極上に少なくとも非平面形状の被処理面を有する被処理物を載置し、前記電極間にヘ
リウムガスを含む処理用ガスを供給しつつ電極間に高周波電力を供給することで、電極間
に大気圧近傍の圧力下でプラズマを生成させ、前記被処理物を処理するプラズマ処理方法
において、前記処理用ガスは酸素ガスを含み同径の複数系統から前記電極間に供給され、
１つ以上のガス系統でガスの供給流量が異なり、かつ、前記被処理面と電極とのなす距離
が大きい領域ではプラズマ状態の前記ヘリウムガスの流速を大きくし、前記被処理面と電
極とのなす距離が小さい領域ではプラズマ状態の前記ヘリウムガスの流速を小さくすると
共に前記被処理面と電極とのなす距離が大きい領域に比べ前記酸素ガスに対する前記ヘリ
ウムガスの濃度も個々のガス系統より供給する前記酸素ガスと前記ヘリウムガスの比を変
化させることで小さくし前記被処理物を処理することを特徴とする。
【００２９】
　このような構成により、平面でない被処理面に対して、全面を一括処理することで処理
時間を短縮することが実現可能となる。
【発明の効果】
【００６０】
　以上のように、本発明のプラズマ処理方法および装置によれば、平面でない被処理面に
対して、全面を均一に一括処理することで処理時間を短縮できるプラズマ処理方法および
装置、また、簡易的な構造あるいは汎用性の高い構造とすることで装置コストを低減でき
るプラズマ処理装置を提供することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００６１】
　（実施の形態１）
　以下、本発明の第１実施形態について、図１を参照して説明する。
【００６２】
　図１は本発明の第１実施形態におけるプラズマ処理装置の構成を示す断面図である。図
１において、上部電極１と下部電極２を設け、下部電極２上に異形被処理物１１－ａを載
置可能な構造となっており、処理ガス供給装置４－ａ乃至４－ｆ、ガス流路５およびガス
噴出板６と、ガス噴出板６上のガス噴出面７と、ガス噴出面７の面内に設けた複数のガス
噴出口８を経由して、異形被処理物１１－ａに対して処理ガスを供給可能な構造となって
いる。また、上部電極１には高周波電源９を連結し下部電極２を接地電位とすることで両
電極間に高周波電力を印加可能な構造となっており、高周波電源９より電力を供給するこ
とで、異形被処理物１１－ａの被処理面にプラズマ１０を生成できる。
【００６３】



(5) JP 5119580 B2 2013.1.16

10

20

30

40

50

　なお、処理ガス供給装置４－ａ乃至４－ｆは、各々が独立したガス経路となっており、
供給するガス種、ガス比率およびガス流量を別々に設定できる構造となっている。
【００６４】
　この装置によるプラズマ処理の一例として、下部電極２上に異形被処理物１１－ａを載
置し、表１に示すように各々の処理ガス供給装置より供給する流量を変えて処理ガスを供
給し、高周波電源９より電力を８０Ｗ供給することで、上部電極１と被処理物３の間にプ
ラズマ１０を生成し、被処理面上にフォトレジスト膜を塗布した異形被処理物１１－ａを
プラズマ処理した。
【００６５】
【表１】

【００６６】
　なお、図１では簡略化しているが、実際には、ガス噴出口８の開口部のサイズをΦ０．
５ｍｍとしており、ガス噴出板６内に数十から数百個設けている。また、ガス流路５の一
部であるガス溜り高さＫは１．５ｍｍ、ガス噴出板６の厚さＬは０．７５ｍｍ、異形被処
理物１１－ａにおける被処理面の最大高低差Ｍは１ｍｍ、ガス噴出面７と被処理面のなす
距離Ｎは０．５ｍｍとし、異形被処理物１１－ａの外周はΦ４０ｍｍとした。
【００６７】
　なお、図１１は第１乃至第８実施形態および第１乃至第３の従来例でのガス噴出面７の
平面の模式図を示したものであり、各実施形態および従来例におけるプラズマ処理装置の
断面図は、図中ＡＡにおける断面図である。
【００６８】
　上記のプラズマ処理方法および装置により、異形被処理物１１－ａの被処理面全面でプ
ラズマ１０を生成することが可能となった。
【００６９】
　処理速度と面内均一性を評価するために、被処理面の中央部とΦ３８ｍｍ位置の外周部
４点の計５点において、フォトレジストのアッシングレートを測定した。
【００７０】
　５点測定の平均で、アッシングレートは１．３３μｍ／ｍｉｎ、面内均一性は±４．２
％と非常に高速で均一性よくプラズマ処理することができた。
【００７１】
　（実施の形態２）
　以下、本発明の第２実施形態について説明する。
【００７２】
　図２は本発明の第２実施形態におけるプラズマ処理装置の構成を示す断面図である。図
２において、上部電極１と下部電極２を設け、下部電極２上に異形被処理物１１－ｂを載
置可能な構造となっており、処理ガス供給装置４－ａ乃至４－ｆ、ガス流路５およびガス
噴出板６と、ガス噴出板６上のガス噴出面７と、ガス噴出面７の面内に設けた複数のガス
噴出口８を経由して、異形被処理物１１－ｂに対して処理ガスを供給可能な構造となって
いる。また、上部電極１には高周波電源９を連結し下部電極２を接地電位とすることで両
電極間に高周波電力を印加可能な構造となっており、高周波電源９より電力を供給するこ
とで、異形被処理物１１－ｂの被処理面にプラズマ１０を生成できる。
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【００７３】
　なお、処理ガス供給装置４－ａ乃至４－ｆは、各々が独立したガス経路となっており、
供給するガス種、ガス比率およびガス流量を別々に設定できる構造となっている。
【００７４】
　この装置によるプラズマ処理の一例として、下部電極２上に異形被処理物１１－ｂを載
置し、表２に示すように各々の処理ガス供給装置より供給する流量を変えて処理ガスを供
給し、高周波電源９より電力を８０Ｗ供給することで、上部電極１と被処理物３の間にプ
ラズマ１０を生成し、被処理面上にフォトレジスト膜を塗布した異形被処理物１１－ｂを
プラズマ処理した。
【００７５】
【表２】

【００７６】
　なお、図２では簡略化しているが、実際には、ガス噴出口８の開口部のサイズをΦ０．
５ｍｍとしており、ガス噴出板６内に数十から数百個設けている。また、ガス流路５の一
部であるガス溜り高さＫは１．５ｍｍ、ガス噴出板６の厚さＬは０．７５ｍｍ、異形被処
理物１１－ｂにおける被処理面の最大高低差Ｍは１．５ｍｍ、ガス噴出面７と被処理面の
なす距離Ｎは０．５ｍｍとし、異形被処理物１１－ｂの外周はΦ４０ｍｍとした。
【００７７】
　なお、図１１は第１乃至第８実施形態および第１乃至第３の従来例でのガス噴出面７の
平面の模式図を示したものであり、各実施形態および従来例におけるプラズマ処理装置の
断面図は、図中ＡＡにおける断面図である。
【００７８】
　上記のプラズマ処理方法および装置により、異形被処理物１１－ａの被処理面全面でプ
ラズマ１０を生成することが可能となった。
【００７９】
　処理速度と面内均一性を評価するために、被処理面の中央部とΦ３８ｍｍ位置の外周部
４点の計５点において、フォトレジストのアッシングレートを測定した。
【００８０】
　５点測定の平均で、アッシングレートは１．５０μｍ／ｍｉｎ、面内均一性は±４．９
％と非常に高速で均一性よくプラズマ処理することができた。
【００８１】
　（実施の形態３）
　以下、本発明の第３実施形態について、図１を参照して説明する。
【００８２】
　本発明の第３実施形態におけるプラズマ処理装置の構成、および異形被処理物１１－ａ
は第１発明と同様のものを用いた。
【００８３】
　この装置によるプラズマ処理の一例として、下部電極２上に異形被処理物１１－ａを載
置し、表３に示すように各々の処理ガス供給装置より供給するガス比を変えて処理ガスを
供給し、高周波電源９より電力を８０Ｗ供給することで、上部電極１と被処理物３の間に
プラズマ１０を生成し、被処理面上にフォトレジスト膜を塗布した異形被処理物１１－ａ
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をプラズマ処理した。
【００８４】
【表３】

【００８５】
　なお、図１１は第１乃至第８実施形態および第１乃至第３の従来例でのガス噴出面７の
平面の模式図を示したものであり、各実施形態および従来例におけるプラズマ処理装置の
断面図は、図中ＡＡにおける断面図である。
【００８６】
　上記のプラズマ処理方法および装置により、異形被処理物１１－ａの被処理面全面でプ
ラズマ１０を生成することが可能となった。
【００８７】
　処理速度と面内均一性を評価するために、被処理面の中央部とΦ３８ｍｍ位置の外周部
４点の計５点において、フォトレジストのアッシングレートを測定した。
【００８８】
　５点測定の平均で、アッシングレートは１．２２μｍ／ｍｉｎ、面内均一性は±３．２
％と非常に高速で均一性よくプラズマ処理することができた。
【００８９】
　（実施の形態４）
　以下、本発明の第４実施形態について、図２を参照して説明する。
【００９０】
　本発明の第４実施形態におけるプラズマ処理装置の構成、および異形被処理物１１－ｂ
は第２発明と同様のものを用いた。
【００９１】
　この装置によるプラズマ処理の一例として、下部電極２上に異形被処理物１１－ｂを載
置し、表４に示すように各々の処理ガス供給装置より供給するガス比を変えて処理ガスを
供給し、高周波電源９より電力を８０Ｗ供給することで、上部電極１と被処理物３の間に
プラズマ１０を生成し、被処理面上にフォトレジスト膜を塗布した異形被処理物１１－ｂ
をプラズマ処理した。
【００９２】

【表４】

【００９３】
　なお、図１１は第１乃至第８実施形態および第１乃至第３の従来例でのガス噴出面７の
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平面の模式図を示したものであり、各実施形態および従来例におけるプラズマ処理装置の
断面図は、図中ＡＡにおける断面図である。
【００９４】
　上記のプラズマ処理方法および装置により、異形被処理物１１－ｂの被処理面全面でプ
ラズマ１０を生成することが可能となった。
【００９５】
　処理速度と面内均一性を評価するために、被処理面の中央部とΦ３８ｍｍ位置の外周部
４点の計５点において、フォトレジストのアッシングレートを測定した。
【００９６】
　５点測定の平均で、アッシングレートは１．３９μｍ／ｍｉｎ、面内均一性は±３．６
％と非常に高速で均一性よくプラズマ処理することができた。
【００９７】
　以上、第１乃至第４実施形態で示したように、本論の課題が改善された理由は、電極間
ギャップ（もしくは電極と被処理物間のギャップ）の大きい箇所でも充分なプラズマ密度
を確保でき、平面でない被処理面全面にわたって、プラズマ密度が均一な状態でプラズマ
処理を実施できたからである。
【００９８】
　ここで、大気圧近傍の圧力下で、かつ被処理面内において電極間ギャップ（もしくは電
極と被処理物間のギャップ）が異なる場合に、プラズマ密度の均一性が保たれない原因は
次の２点であると考えられる。
【００９９】
　▲１▼パッシェンの法則で知られるように、電極間ギャップ（もしくは電極と被処理物
間のギャップ）が大きいほど放電開始電圧が高くなり、プラズマ密度が低下する。
【０１００】
　▲２▼電極間ギャップ（もしくは電極と被処理物間のギャップ）が大きいほどアーク放
電に移行しやすく、均一なプラズマが生成し難い。
【０１０１】
　これらより、電極間ギャップの大きい箇所では大気圧下でも放電開始電圧が低く、他の
ガス種に比べてプラズマ密度を向上させやすい不活性ガスのガス密度を高くすることが必
要となる。
【０１０２】
　また、電極間ギャップの大きい箇所では電極表面を冷却することで、アーク放電への移
行を抑制することが必要となる。
【０１０３】
　したがって本実施形態のように、電極間ギャップの大きい箇所でガス流速（ここではガ
ス流量）もしくは不活性ガス濃度を大きくすることにより、不活性ガス濃度の向上および
電極表面の冷却に寄与し、平面でない被処理面全面にわたって、プラズマ密度が均一な状
態でプラズマ処理を実施できたと考えられる。
【０１０４】
　（実施の形態５）
　以下、本発明の第５実施形態について、図３および図４を参照して説明する。
【０１０５】
　図３は本発明の第５実施形態におけるプラズマ処理装置の構成を示す断面図である。図
３において、上部電極１と下部電極２を設け、下部電極２上に異形被処理物１１－ａを載
置可能な構造となっており、処理ガス供給装置４、ガス流路５およびガス噴出板６と、ガ
ス噴出板６上のガス噴出面７と、ガス噴出面７の面内に設けた複数のガス噴出口８を経由
して、異形被処理物１１－ａに対して処理ガスを供給可能な構造となっている。また、上
部電極１には高周波電源９を連結し下部電極２を接地電位とすることで両電極間に高周波
電力を印加可能な構造となっており、高周波電源９より電力を供給することで、異形被処
理物１１－ａの被処理面にプラズマ１０を生成できる。
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【０１０６】
　図４はガス噴出口８を拡大したものを示す。図４のようにガス噴出口８は、中央部から
外周部に向かって段階的に直径、かつ開口断面積を大きくしている。このガス噴出口８の
直径および開口断面積の値を表５に示す。
【０１０７】
　この装置によるプラズマ処理の一例として、下部電極２上に異形被処理物１１－ａを載
置し、処理ガス供給装置４よりＨｅ＝９７０ｓｃｃｍ、Ｏ2＝３０ｓｃｃｍを供給し、高
周波電源９より電力を８０Ｗ供給することで、上部電極１と被処理物３の間にプラズマ１
０を生成し、被処理面上にフォトレジスト膜を塗布した異形被処理物１１－ａをプラズマ
処理した。
【０１０８】
【表５】

【０１０９】
　なお、図３および図４では簡略化しているが、実際には、ガス噴出口８はガス噴出板６
内に数十から数百個設けている。また、ガス流路５の一部であるガス溜り高さＫは２０ｍ
ｍ、ガス噴出板６の厚さＬは０．７５ｍｍ、異形被処理物１１－ａにおける被処理面の最
大高低差Ｍは１ｍｍ、ガス噴出面７と被処理面のなす距離Ｎは０．５ｍｍとし、異形被処
理物１１－ａの外周はΦ４０ｍｍとした。
【０１１０】
　なお、図１１は第１乃至第８実施形態および第１乃至第３の従来例でのガス噴出面７の
平面の模式図を示したものであり、各実施形態および従来例におけるプラズマ処理装置の
断面図は、図中ＡＡにおける断面図である。
【０１１１】
　上記のプラズマ処理方法および装置により、異形被処理物１１－ａの被処理面全面でプ
ラズマ１０を生成することが可能となった。
【０１１２】
　処理速度と面内均一性を評価するために、被処理面の中央部とΦ３８ｍｍ位置の外周部
４点の計５点において、フォトレジストのアッシングレートを測定した。
【０１１３】
　５点測定の平均で、アッシングレートは１．２０μｍ／ｍｉｎ、面内均一性は±６．１
％と非常に高速で均一性よくプラズマ処理することができた。
【０１１４】
　（実施の形態６）
　以下、本発明の第６実施形態について、図５および図６を参照して説明する。
【０１１５】
　図５は本発明の第６実施形態におけるプラズマ処理装置の構成を示す断面図である。図
５において、上部電極１と下部電極２を設け、下部電極２上に異形被処理物１１－ａを載
置可能な構造となっており、処理ガス供給装置４、ガス流路５およびガス噴出板６と、ガ
ス噴出板６上のガス噴出面７と、ガス噴出面７の面内に設けた複数のガス噴出口８を経由
して、異形被処理物１１－ａに対して処理ガスを供給可能な構造となっている。また、上
部電極１には高周波電源９を連結し下部電極２を接地電位とすることで両電極間に高周波
電力を印加可能な構造となっており、高周波電源９より電力を供給することで、異形被処
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理物１１－ａの被処理面にプラズマ１０を生成できる。
【０１１６】
　図６はガス流路５のガス噴出板６近傍を拡大したものを示す。図６のようにガス流路５
の流路長さは、中央部から外周部に向かって段階的に小さくした。このガス流路５の流路
長さの値を表６に示す。
【０１１７】
　この装置によるプラズマ処理の一例として、下部電極２上に異形被処理物１１－ａを載
置し、処理ガス供給装置４よりＨｅ＝９７０ｓｃｃｍ、Ｏ2＝３０ｓｃｃｍを供給し、高
周波電源９より電力を８０Ｗ供給することで、上部電極１と被処理物３の間にプラズマ１
０を生成し、被処理面上にフォトレジスト膜を塗布した異形被処理物１１－ａをプラズマ
処理した。
【０１１８】
【表６】

【０１１９】
　なお、図５および図６では簡略化しているが、実際には、ガス噴出口８の開口部のサイ
ズをΦ０．５ｍｍとしており、ガス噴出板６内に数十から数百個設けている。また、ガス
流路５の一部であるガス溜り高さＫは２０ｍｍ、ガス噴出板６の厚さＬは０．７５ｍｍ、
異形被処理物１１－ａにおける被処理面の最大高低差Ｍは１ｍｍ、ガス噴出面７と被処理
面のなす距離Ｎは０．５ｍｍとし、異形被処理物１１－ａの外周はΦ４０ｍｍとした。
【０１２０】
　なお、図１１は第１乃至第８実施形態および第１乃至第３の従来例でのガス噴出面７の
平面の模式図を示したものであり、各実施形態および従来例におけるプラズマ処理装置の
断面図は、図中ＡＡにおける断面図である。
【０１２１】
　上記のプラズマ処理方法および装置により、異形被処理物１１－ａの被処理面全面でプ
ラズマ１０を生成することが可能となった。
【０１２２】
　処理速度と面内均一性を評価するために、被処理面の中央部とΦ３８ｍｍ位置の外周部
４点の計５点において、フォトレジストのアッシングレートを測定した。
【０１２３】
　５点測定の平均で、アッシングレートは１．２５μｍ／ｍｉｎ、面内均一性は±５．５
％と非常に高速で均一性よくプラズマ処理することができた。
【０１２４】
　以上、第５乃至第６実施形態で示したように、本論の課題が改善された理由は、電極間
ギャップ（もしくは電極と被処理物間のギャップ）の大きい箇所でも充分なプラズマ密度
を確保でき、平面でない被処理面全面にわたって、プラズマ密度が均一な状態でプラズマ
処理を実施できたからである。
【０１２５】
　ここで、大気圧近傍の圧力下で、かつ被処理面内において電極間ギャップ（もしくは電
極と被処理物間のギャップ）が異なる場合に、プラズマ密度の均一性が保たれない原因は
次の２点であると考えられる。
【０１２６】
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　▲１▼パッシェンの法則で知られるように、電極間ギャップ（もしくは電極と被処理物
間のギャップ）が大きいほど放電開始電圧が高くなり、プラズマ密度が低下する。
【０１２７】
　▲２▼電極間ギャップ（もしくは電極と被処理物間のギャップ）が大きいほどアーク放
電に移行しやすく、均一なプラズマが生成し難い。
【０１２８】
　これらより、電極間ギャップの大きい箇所では大気圧下でも放電開始電圧が低く、他の
ガス種に比べてプラズマ密度を向上させやすい不活性ガスのガス密度を高くすることが必
要となる。
【０１２９】
　したがって本実施形態のように、電極間ギャップの大きい箇所でガス噴出口の開口断面
積を大きくする、またはガス流路長さを小さくしてコンダクタンスを大きくすることによ
り、結果としてガス流量もしくは不活性ガス濃度を大きくすることができ、不活性ガス濃
度の向上および電極表面の冷却に寄与し、平面でない被処理面全面にわたって、プラズマ
密度が均一な状態でプラズマ処理を実施できたと考えられる。
【０１３０】
　（実施の形態７）
　以下、本発明の第７実施形態について、図７を参照して説明する。
【０１３１】
　図７は本発明の第７実施形態におけるプラズマ処理装置の構成を示す断面図である。図
７において、上部電極１と下部電極２を設け、下部電極２上に異形被処理物１１－ａを載
置可能な構造となっており、処理ガス供給装置４、ガス流路５およびガス噴出板６と、ガ
ス噴出板６上のガス噴出面７と、ガス噴出面７の面内に設けた複数のガス噴出口８を経由
して、異形被処理物１１－ａに対して処理ガスを供給可能な構造となっている。
【０１３２】
　なお、上部電極１にはモーターユニット１２を連結し、被処理物に対して上部電極１か
つガス噴出板６を回転運動できるようになっている。
【０１３３】
　また、下部電極２には高周波電源９を連結し上部電極１を接地電位とすることで両電極
間に高周波電力を印加可能な構造となっており、高周波電源９より電力を供給することで
、異形被処理物１１－ａの被処理面にプラズマ１０を生成できる。
【０１３４】
　この装置によるプラズマ処理の一例として、下部電極２上に異形被処理物１１－ａを載
置し、処理ガス供給装置よりＡｒ＝９８５ｓｃｃｍ、Ｏ2＝１５ｓｃｃｍを供給し、モー
ターユニット１２により上部電極１かつガス噴出板６を１２０ｒｐｍで回転させつつ、高
周波電源９より電力を８０Ｗ供給することで、上部電極１と被処理物３の間にプラズマ１
０を生成し、被処理面上にフォトレジスト膜を塗布した異形被処理物１１－ａをプラズマ
処理した。
【０１３５】
　なお、図７では簡略化しているが、実際には、ガス噴出口８の開口部のサイズをΦ０．
５ｍｍとしており、ガス噴出板６内に数十から数百個設けている。また、ガス流路５の一
部であるガス溜り高さＫは２．５ｍｍ、ガス噴出板６の厚さＬは０．７５ｍｍ、異形被処
理物１１－ａにおける被処理面の最大高低差Ｍは１ｍｍ、ガス噴出面７と被処理面のなす
距離Ｎは０．５ｍｍとし、異形被処理物１１－ａの外周はΦ４０ｍｍとした。
【０１３６】
　なお、図１１は第１乃至第８実施形態および第１乃至第３の従来例でのガス噴出面７の
平面の模式図を示したものであり、各実施形態および従来例におけるプラズマ処理装置の
断面図は、図中ＡＡにおける断面図である。
【０１３７】
　上記のプラズマ処理方法および装置により、異形被処理物１１－ａの被処理面のほぼ全
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面でプラズマ１０を生成することが可能となった。
【０１３８】
　処理速度と面内均一性を評価するために、被処理面の中央部とΦ３８ｍｍ位置の外周部
４点の計５点において、フォトレジストのアッシングレートを測定した。
【０１３９】
　５点測定の平均で、アッシングレートは０．９２μｍ／ｍｉｎ、面内均一性は±７．１
％と非常に高速で均一性よくプラズマ処理することができた。
【０１４０】
　（実施の形態８）
　以下、本発明の第８実施形態について、図８を参照して説明する。
【０１４１】
　図８は本発明の第８実施形態におけるプラズマ処理装置の構成を示す断面図である。図
８において、上部電極１と下部電極２を設け、下部電極２上に異形被処理物１１－ｂを載
置可能な構造となっており、処理ガス供給装置４、ガス流路５およびガス噴出板６と、ガ
ス噴出板６上のガス噴出面７と、ガス噴出面７の面内に設けた複数のガス噴出口８を経由
して、異形被処理物１１－ｂに対して処理ガスを供給可能な構造となっている。
【０１４２】
　なお、上部電極１にはモーターユニット１２を連結し、被処理物に対して上部電極１か
つガス噴出板６を回転運動できるようになっている。
【０１４３】
　また、下部電極２には高周波電源９を連結し上部電極１を接地電位とすることで両電極
間に高周波電力を印加可能な構造となっており、高周波電源９より電力を供給することで
、異形被処理物１１－ｂの被処理面にプラズマ１０を生成できる。
【０１４４】
　この装置によるプラズマ処理の一例として、下部電極２上に異形被処理物１１－ｂを載
置し、処理ガス供給装置よりＨｅ＝９７０ｓｃｃｍ、Ｏ2＝３０ｓｃｃｍを供給し、モー
ターユニット１２により上部電極１かつガス噴出板６を１２０ｒｐｍで回転させつつ、高
周波電源９より電力を８０Ｗ供給することで、上部電極１と被処理物３の間にプラズマ１
０を生成し、被処理面上にフォトレジスト膜を塗布した異形被処理物１１－ｂをプラズマ
処理した。
【０１４５】
　なお、図８では簡略化しているが、実際には、ガス噴出口８の開口部のサイズをΦ０．
５ｍｍとしており、ガス噴出板６内に数十から数百個設けている。また、ガス流路５の一
部であるガス溜り高さＫは２．５ｍｍ、ガス噴出板６の厚さＬは０．７５ｍｍ、異形被処
理物１１－ａにおける被処理面の最大高低差Ｍは１．５ｍｍ、ガス噴出面７と被処理面の
なす距離Ｎは０．５ｍｍとし、異形被処理物１１－ａの外周はΦ４０ｍｍとした。
【０１４６】
　なお、図１１は第１乃至第８実施形態および第１乃至第３の従来例でのガス噴出面７の
平面の模式図を示したものであり、各実施形態および従来例におけるプラズマ処理装置の
断面図は、図中ＡＡにおける断面図である。
【０１４７】
　上記のプラズマ処理方法および装置により、異形被処理物１１－ｂの被処理面のほぼ全
面でプラズマ１０を生成することが可能となった。
【０１４８】
　処理速度と面内均一性を評価するために、被処理面の中央部とΦ３８ｍｍ位置の外周部
４点の計５点において、フォトレジストのアッシングレートを測定した。
【０１４９】
　５点測定の平均で、アッシングレートは１．００μｍ／ｍｉｎ、面内均一性は±７．８
％と非常に高速で均一性よくプラズマ処理することができた。
【０１５０】
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　以上、第７乃至第８実施形態で示したように、本論の課題が改善された理由は、電極間
ギャップ（もしくは電極と被処理物間のギャップ）の大きい箇所でも充分なプラズマ密度
を確保でき、平面でない被処理面全面にわたって、プラズマ密度が均一な状態でプラズマ
処理を実施できたからである。
【０１５１】
　ここで、大気圧近傍の圧力下で、かつ被処理面内において電極間ギャップ（もしくは電
極と被処理物間のギャップ）が異なる場合に、プラズマ密度の均一性が保たれない原因は
次の２点であると考えられる。
【０１５２】
　▲１▼パッシェンの法則で知られるように、電極間ギャップ（もしくは電極と被処理物
間のギャップ）が大きいほど放電開始電圧が高くなり、プラズマ密度が低下する。
【０１５３】
　▲２▼電極間ギャップ（もしくは電極と被処理物間のギャップ）が大きいほどアーク放
電に移行しやすく、均一なプラズマが生成し難い。
【０１５４】
　これらより、電極間ギャップの大きい箇所では大気圧下でも放電開始電圧が低く、他の
ガス種に比べてプラズマ密度を向上させやすい不活性ガスのガス密度を高くすることが必
要となる。
【０１５５】
　したがって本実施形態のように、中央部の電極間ギャップが小さい場合は比重の大きい
不活性ガス（例えばＡｒガス）とそれより比重の小さい反応ガス（例えばＯ2ガス）を組
み合わせ、中央部の電極間ギャップが大きい場合は比重の小さい不活性ガス（例えばＨｅ
ガス）とそれより比重の大きい反応ガス（例えばＯ2ガス）を組み合わせ、上部電極かつ
ガス噴出板を回転させて処理ガスを遠心分離させることにより、結果として電極間ギャッ
プの大きい箇所で不活性ガス濃度を大きくすることができ、平面でない被処理面全面にわ
たって、プラズマ密度が均一な状態でプラズマ処理を実施できたと考えられる。
【０１５６】
　（実施の形態９）
　以下、本発明の第９実施形態について、図９および図１０を参照して説明する。
【０１５７】
　図９は本発明の第９実施形態におけるプラズマ処理装置の構成を示す断面図である。図
９において、上部電極１と下部電極２を設け、下部電極２上に異形被処理物１１－ｂを載
置可能な構造となっており、処理ガス供給装置４、ガス流路５およびガス噴出板６と、ガ
ス噴出板６上のガス噴出面７と、ガス噴出面７の面内に設けた複数のガス噴出口８を経由
して、異形被処理物１１－ｂに対して処理ガスを供給可能な構造となっている。また、上
部電極１には高周波電源９を連結し下部電極２を接地電位とすることで両電極間に高周波
電力を印加可能な構造となっており、高周波電源９より電力を供給することで、異形被処
理物１１－ｂの被処理面にプラズマ１０を生成できる。
【０１５８】
　図１０はガス噴出面７の平面の模式図を示す。図１０のようにガス噴出口８を中央部で
密にし、外周部で粗にして、ガス噴出面内で中央部から外周部に向かって段階的に疎にな
るようにしている。また、第９実施形態におけるプラズマ処理装置の断面図は、図中ＢＢ
における断面図である。
【０１５９】
　この装置によるプラズマ処理の一例として、下部電極２上に異形被処理物１１－ｂを載
置し、処理ガス供給装置４よりＨｅ＝９７０ｓｃｃｍ、Ｏ2＝３０ｓｃｃｍを供給し、高
周波電源９より電力を８０Ｗ供給することで、上部電極１と被処理物３の間にプラズマ１
０を生成し、被処理面上にフォトレジスト膜を塗布した異形被処理物１１－ｂをプラズマ
処理した。
【０１６０】
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　なお、図９および図１０では簡略化しているが、実際には、ガス噴出口８の開口部のサ
イズをΦ０．５ｍｍとしており、ガス噴出口８はガス噴出板６内に数十から数百個設けて
いる。また、ガス流路５の一部であるガス溜り高さＫは２０ｍｍ、ガス噴出板６の厚さＬ
は０．７５ｍｍ、異形被処理物１１－ｂにおける被処理面の最大高低差Ｍは１ｍｍ、ガス
噴出面７と被処理面のなす距離Ｎは０．５ｍｍとし、異形被処理物１１－ｂの外周はΦ４
０ｍｍとした。
【０１６１】
　上記のプラズマ処理方法および装置により、異形被処理物１１－ｂの被処理面全面でプ
ラズマ１０を生成することが可能となった。
【０１６２】
　処理速度と面内均一性を評価するために、被処理面の中央部とΦ３８ｍｍ位置の外周部
４点の計５点において、フォトレジストのアッシングレートを測定した。
【０１６３】
　５点測定の平均で、アッシングレートは０．９３μｍ／ｍｉｎ、面内均一性は±４．９
％と非常に高速で均一性よくプラズマ処理することができた。
【０１６４】
　以上、第９の実施形態で示したように、本論の課題が改善された理由は、電極間ギャッ
プ（もしくは電極と被処理物間のギャップ）の大きい箇所でも充分なプラズマ密度を確保
でき、平面でない被処理面全面にわたって、プラズマ密度が均一な状態でプラズマ処理を
実施できたからである。
【０１６５】
　ここで、大気圧近傍の圧力下で、かつ被処理面内において電極間ギャップ（もしくは電
極と被処理物間のギャップ）が異なる場合に、プラズマ密度の均一性が保たれない原因は
次の２点であると考えられる。
【０１６６】
　▲１▼パッシェンの法則で知られるように、電極間ギャップ（もしくは電極と被処理物
間のギャップ）が大きいほど放電開始電圧が高くなり、プラズマ密度が低下する。
【０１６７】
　▲２▼電極間ギャップ（もしくは電極と被処理物間のギャップ）が大きいほどアーク放
電に移行しやすく、均一なプラズマが生成し難い。
【０１６８】
　これらより、電極間ギャップの大きい箇所では大気圧下でも放電開始電圧が低く、他の
ガス種に比べてプラズマ密度を向上させやすい不活性ガスのガス密度を高くすることが必
要となる。
【０１６９】
　したがって本実施形態のように、電極間ギャップの大きい箇所でガス噴出口の数を密に
して、電極間ギャップの小さい箇所でガス噴出口の数を疎にすることにより、結果として
ガス流量もしくは不活性ガス濃度を大きくすることができ、不活性ガス濃度の向上および
電極表面の冷却に寄与し、平面でない被処理面全面にわたって、プラズマ密度が均一な状
態でプラズマ処理を実施できたと考えられる。
【０１７０】
　（実施の形態１０）
　以下、本発明の第１０実施形態について、図１２乃至図１４を参照して説明する。
【０１７１】
　図１２は本発明の第１０実施形態におけるプラズマ処理装置の構成を示す断面図である
。図１２において、上部電極１と下部電極２を設け、下部電極２上に、反りを有するガラ
ス基板としての異形被処理物１１－ｃを載置可能な構造となっており、処理ガス供給装置
４、ガス流路５およびガス噴出板６と、ガス噴出板６上のガス噴出面７と、ガス噴出面７
の面内に設けた複数のガス噴出口８を経由して、異形被処理物１１－ｃに対して処理ガス
を供給可能な構造となっている。また、上部電極１には高周波電源９を連結し下部電極２
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を接地電位とすることで両電極間に高周波電力を印加可能な構造となっており、高周波電
源９より電力を供給することで、異形被処理物１１－ｃの被処理面にプラズマ１０を生成
できる。この時、プラズマ１０より発生する光を、下部電極２に設けた透光窓１３を介し
て検出器１４で検出でき、発光分光ユニット１５により発光強度を算出することができる
。また、レール１６上で検出器１４を走査し、任意の場所で発光を検出することにより、
ある特定の波長の発光強度分布を得ることができる。
【０１７２】
　また、図１２に示したプラズマ処理装置は、ガス流路５において、第１実施形態で用い
たプラズマ処理装置と異なっており、各ガス流路５－ａ乃至５－ｆの間に仕切りを備える
ことで各ガス供給装置４から供給される処理ガスが、ガス噴出口８より噴出されるまで混
合されない構造になっている。
【０１７３】
　なお、図１３は第１０実施形態でのガス噴出面７の平面の模式図を示したものであり、
ほぼ正方形となっている。また図１２は、図中ＣＣにおける断面図である。
【０１７４】
　この装置によるプラズマ処理の一例として、下部電極２上に異形被処理物１１－ｃを載
置し、全ての処理ガス供給装置４よりＨｅ＝１０００ｓｃｃｍを供給し、高周波電源９よ
り電力を１２０Ｗ供給することで、上部電極１と被処理物３の間にプラズマ１０を生成し
た。次に、検出器１４をＸ方向走査しつつ、プラズマ１０からの発光のうち７０６ｎｍの
波長を検出し、図１４に示すような検出時間に対する波長７０６ｎｍの発光強度分布を描
いた。さらに、図１４の凸型の分布をフラットにするように、ガス供給装置４から供給す
るガス流量を表７に示す値に再調節し（この時にＨｅガスだけでなく、Ｏ2ガスも供給し
）、被処理面上にフォトレジスト膜を塗布した異形被処理物１１－ｃをプラズマ処理した
。このようにして、検出器１４がＸ方向に走査した後でＺ方向にある距離だけ移動し、再
びＸ方向に走査して、発光強度分布を描いてガス流量を再調節するという動作を繰り返す
ことで、ガス流量を再調整しつつ異形被処理物１１－ｃの全面をプラズマ処理した。
【０１７５】
【表７】

【０１７６】
　なお、図１２および図１３では簡略化しているが、実際には、ガス噴出口８の開口部の
サイズをΦ０．５ｍｍとしており、ガス噴出口８はガス噴出板６内に数十から数百個設け
ている。また、ガス流路５の一部であるガス溜り高さＫは２０ｍｍ、ガス噴出板６の厚さ
Ｌは０．７５ｍｍ、異形被処理物１１－ｃにおける被処理面の最大高低差Ｍは０．５ｍｍ
、ガス噴出面７と被処理面のなす距離Ｎは０．５ｍｍとし、異形被処理物１１－ｃの外形
は□１００ｍｍとした。
【０１７７】
　上記のプラズマ処理方法および装置により、異形被処理物１１－ｃの被処理面全面でプ
ラズマ１０を生成することが可能となった。
【０１７８】
　処理速度と面内均一性を評価するために、被処理面の中央部と□９０ｍｍ位置の外周部
８点の計９点において、フォトレジストのアッシングレートを測定した。
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【０１７９】
　９点測定の平均で、アッシングレートは１．２８μｍ／ｍｉｎ、面内均一性は±２．９
％と非常に高速で均一性よくプラズマ処理することができた。
【０１８０】
　以上、第１０実施形態で示したように、本論の課題が改善された理由は、電極間ギャッ
プ（もしくは電極と被処理物間のギャップ）の大きい箇所でも充分なプラズマ密度を確保
でき、平面でない被処理面全面にわたって、プラズマ密度が均一な状態でプラズマ処理を
実施できたからである。
【０１８１】
　ここで、大気圧近傍の圧力下で、かつ被処理面内において電極間ギャップ（もしくは電
極と被処理物間のギャップ）が異なる場合に、プラズマ密度の均一性が保たれない原因は
次の２点であると考えられる。
【０１８２】
　▲１▼パッシェンの法則で知られるように、電極間ギャップ（もしくは電極と被処理物
間のギャップ）が大きいほど放電開始電圧が高くなり、プラズマ密度が低下する。
【０１８３】
　▲２▼電極間ギャップ（もしくは電極と被処理物間のギャップ）が大きいほどアーク放
電に移行しやすく、均一なプラズマが生成し難い。
【０１８４】
　これらより、電極間ギャップの大きい箇所では大気圧下でも放電開始電圧が低く、他の
ガス種に比べてプラズマ密度を向上させやすい不活性ガスのガス密度を高くすることが必
要となる。
【０１８５】
　したがって本実施形態のように、電極間ギャップの大きい箇所でガス噴出口の数を密に
して、電極間ギャップの小さい箇所でガス噴出口の数を疎にすることにより、結果として
ガス流量もしくは不活性ガス濃度を大きくすることができ、不活性ガス濃度の向上および
電極表面の冷却に寄与し、平面でない被処理面全面にわたって、プラズマ密度が均一な状
態でプラズマ処理を実施できたと考えられる。
【０１８６】
　（実施の形態１１）
　以下、本発明の第１１実施形態について、図１２および図１５を参照して説明する。
【０１８７】
　本発明の第１１実施形態におけるプラズマ処理装置の構成は第１０実施形態と同等のも
のであり、その断面図を図１２に示す。また、図１２における装置の説明は第１０実施形
態と同等であるため、ここでは省略する。
【０１８８】
　また、図１５は第１１実施形態でのガス噴出面７の平面の模式図を示したものであり、
第１０実施形態と異なり、Ｚ方向の長さを小さくした長方形となっている。なお図１２は
、図中ＤＤにおける断面図である。
【０１８９】
　この装置によるプラズマ処理の一例として、下部電極２上に異形被処理物１１－ｃを載
置し、全ての処理ガス供給装置４よりＨｅ＝１０００ｓｃｃｍを供給し、高周波電源９よ
り電力を１２０Ｗ供給することで、上部電極１と被処理物３の間にプラズマ１０を生成し
た。次に、第１０実施形態と同様にして検出器１４をＸ方向走査しつつ、プラズマ１０か
らの発光のうち７０６ｎｍの波長を検出し、検出時間に対する波長７０６ｎｍの発光強度
分布を描いた。さらに、発光強度分布をフラットにするように、ガス供給装置４から供給
するガス流量を表８に示す値に再調節し（この時にＨｅガスだけでなく、Ｏ2ガスも供給
し）、被処理面上にフォトレジスト膜を塗布した異形被処理物１１－ｃをプラズマ処理し
た。なお本発明では、上記のような発光強度の検出とガス流量の再調節を定期的に繰り返
しつつ、プラズマ源を１０ｍｍ／ｓの速度でＺ方向に移動することで、異形被処理物１１



(17) JP 5119580 B2 2013.1.16

10

20

30

40

50

－ｃの全面をプラズマ処理した。
【０１９０】
【表８】

【０１９１】
　なお、図１２および図１５では簡略化しているが、実際には、ガス噴出口８の開口部の
サイズをΦ０．５ｍｍとしており、ガス噴出口８はガス噴出板６内に数十から数百個設け
ている。また、ガス流路５の一部であるガス溜り高さＫは２０ｍｍ、ガス噴出板６の厚さ
Ｌは０．７５ｍｍ、異形被処理物１１－ｃにおける被処理面の最大高低差Ｍは０．５ｍｍ
、ガス噴出面７と被処理面のなす距離Ｎは０．５ｍｍとし、異形被処理物１１－ｃの外形
は□１００ｍｍとした。
【０１９２】
　上記のプラズマ処理方法および装置により、異形被処理物１１－ｃの被処理面全面でプ
ラズマ１０を生成することが可能となった。
【０１９３】
　処理速度と面内均一性を評価するために、被処理面の中央部と□９０ｍｍ位置の外周部
８点の計９点において、フォトレジストのアッシングレートを測定した。
【０１９４】
　９点測定の平均で、アッシングレートは１．３３μｍ／ｍｉｎ、面内均一性は±３．８
％と非常に高速で均一性よくプラズマ処理することができた。
【０１９５】
　また、プラズマ源を移動させつつプラズマ処理を実施しても、被処理物表面を均一にプ
ラズマ処理することができた。
【０１９６】
　以上、第１１実施形態で示したように、本論の課題が改善された理由は、電極間ギャッ
プ（もしくは電極と被処理物間のギャップ）の大きい箇所でも充分なプラズマ密度を確保
でき、平面でない被処理面全面にわたって、プラズマ密度が均一な状態でプラズマ処理を
実施できたからである。
【０１９７】
　ここで、大気圧近傍の圧力下で、かつ被処理面内において電極間ギャップ（もしくは電
極と被処理物間のギャップ）が異なる場合に、プラズマ密度の均一性が保たれない原因は
次の２点であると考えられる。
【０１９８】
　▲１▼パッシェンの法則で知られるように、電極間ギャップ（もしくは電極と被処理物
間のギャップ）が大きいほど放電開始電圧が高くなり、プラズマ密度が低下する。
【０１９９】
　▲２▼電極間ギャップ（もしくは電極と被処理物間のギャップ）が大きいほどアーク放
電に移行しやすく、均一なプラズマが生成し難い。
【０２００】
　これらより、電極間ギャップの大きい箇所では大気圧下でも放電開始電圧が低く、他の
ガス種に比べてプラズマ密度を向上させやすい不活性ガスのガス密度を高くすることが必
要となる。
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【０２０１】
　したがって本実施形態のように、電極間ギャップの大きい箇所でガス噴出口の数を密に
して、電極間ギャップの小さい箇所でガス噴出口の数を疎にすることにより、結果として
ガス流量もしくは不活性ガス濃度を大きくすることができ、不活性ガス濃度の向上および
電極表面の冷却に寄与し、平面でない被処理面全面にわたって、プラズマ密度が均一な状
態でプラズマ処理を実施できたと考えられる。
【０２０２】
　以上、本発明の実施形態において、被処理物として中央部にただ１つの極大もしくは極
小を有する場合のみ例示したが、これに限らず、極大および極小部が中心から外れていて
も本実施形態と同等の効果を得ることができる。また、極大および極小部がただ１つであ
る場合、簡単で安価な部材で装置を構成できる点で好ましいが、これに限らず、極大およ
び極小部が複数ある場合においても本実施形態と同等の効果を得ることができる。さらに
、被処理面が平面であっても本発明を用いることができる。この場合、被処理物面を所望
の分布を持って不均一に処理することに格別の効果を奏する。
【０２０３】
　また、本発明の実施形態において、不活性ガス濃度が９５％以上の処理ガスの場合のみ
例示したが、不活性ガスが少なすぎるとプラズマ密度の著しい低下を招くため、不活性ガ
ス濃度は概ね５０％以上がよい。また、不活性ガスが多すぎると化学反応性に乏しくなり
処理速度が著しく低下するため、不活性ガス濃度は概ね９９．９％以下がよい。
【０２０４】
　本発明の実施形態において、ガス噴出口の開口断面積の大きさが０．０３１ｍｍ2から
０．５０３ｍｍ2の範囲で例示したが、断面積が大きすぎると面内で流量差および濃度差
を生成させることが困難になるため、開口断面積は概ね４．０００ｍｍ2以下がよい。ま
た、小さすぎると作製段階での加工が困難になるため、開口断面積は概ね０．００７ｍｍ
2以上がよい。
【０２０５】
　また、本発明の実施形態において、ガス流路の長さが１．０ｍｍから３．０ｍｍの範囲
で例示したが、長過ぎると面内で流量差および濃度差を生成させることが困難になるため
、ガス流路長さは概ね１０．０ｍｍ以下がよい。また、小さすぎると作製段階での加工が
困難になるため、ガス流路長さは概ね０．５ｍｍ以上がよい。
【０２０６】
　また、本発明の実施形態において、被処理面がフォトレジストの場合のみ例示したが、
これに限らず、有機物を主成分とした物質の除去やクリーニング、シリコンやシリコン酸
化物などの無機物や金属物質の加工、成膜および表面処理など、様々な被処理面へのプラ
ズマ処理に対して本発明と同等の効果を得ることができる。
【０２０７】
　また、本発明の実施形態において、被処理物として中央部にただ１つの極大もしくは極
小を有する形状を例示したが、これは例えば、ＭｇやＡｌからなる金属成形品、および樹
脂や酸化物からなる光学成形品などの金型に対して格別の効果を奏する。また、部品を実
装する前後のプリント基板、特にはんだ接合部の表面処理、あるいは、デジタルマイクロ
ミラーデバイスやシリコンマイクといったＭＥＭＳデバイス、さらには、薄型プリント基
板やディスプレイパネルのように比較的平面度の低い被処理物（反り、ねじれの大きい被
処理物）などにも適用でき、本発明と同等の効果を得ることができる。
【０２０８】
　なお、本発明の実施形態において、ガス噴出面と被処理面のなす距離（電極と被処理物
間のギャップ）を０．５ｍｍ以上の場合を例示したが、一般的に大気圧下で安定なプラズ
マを生成するためには、この距離は概ね０．０５ｍｍ以上５ｍｍ以下がよい。さらに、本
発明の実施形態において、被処理面の高低差が１．０ｍｍから１．５ｍｍの範囲のみ例示
したが、高低差が小さすぎると本発明を用いなくとも均一な処理が実現できるため、被処
理面の高低差は概ね０．３ｍｍ以上がよい。また大きすぎるとプラズマを安定に生成し難
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くなるため、概ね５ｍｍ以下がよい。
【０２０９】
　なお、本発明の実施形態において、プラズマからの発光をモニタリングし、ガス流量を
再調節して均一なプラズマを生成する際に、基板が凸型に反った被処理物のみについて例
示したが、これに限らない。発光分光法などでプラズマ密度分布に相当する量をモニタリ
ングすることと、ガス流量、流速および濃度などを独立した複数ガス系統で調節すること
により、様々な形状の被処理物に対して、迅速に、均一なプラズマを生成することができ
、本発明と同等の効果を得ることができる。
【０２１０】
　なお、本発明の実施形態において、プラズマからの発光をモニタリングし、ガス流量を
再調節して均一なプラズマを生成する際に、基板がガラスである場合についてのみ例示し
たが、これに限らない。例えば、波長１５０ｎｍから９５０ｎｍの間のいずれかの波長に
おける光の透過率が３０％以上であれば、本発明と同等の効果を得ることができる。なお
この場合、特定の波長しか透過しないような材料においても、その波長を放出しうるガス
を選定し、不活性ガスに添加することでプラズマからの光として検出できる。
【０２１１】
　なお、本発明の実施形態においてプラズマからの発光をモニタリングし、ガス流量を再
調節して均一なプラズマを生成する際に、プラズマ源が平行平板電極による容量結合型の
場合についてのみ例示したが、これに限らず他の方式のプラズマ源を用いてもよい。例え
ば、図１６に示すような、コイル電極による誘導結合型においても、ノズルを複数用いて
、且つ各々のノズルのガス流量、流速および濃度を独立に調節することにより、様々な形
状の被処理物に対して、迅速に、均一なプラズマを生成することができ、本発明と同等の
効果を得ることができる。
【産業上の利用可能性】
【０２１２】
　本発明のプラズマ処理方法および装置は、平面でない被処理面に対して、全面を均一に
一括処理することで処理時間を短縮でき、簡易的な構造あるいは汎用性の高い構造とする
ことで装置コストを低減できるプラズマ処理方法および装置を提供でき、プリント基板、
電子部品、半導体、光学部品関連、ディスプレイ、とりわけ被処理面が平面でない被処理
物に対して、被処理面を均一にエッチング、成膜および表面処理するといった用途にも適
用できる。
【図面の簡単な説明】
【０２１３】
【図１】本発明の第１および第３実施形態におけるプラズマ処理装置の断面図
【図２】本発明の第２および第４実施形態におけるプラズマ処理装置の断面図
【図３】本発明の第５実施形態におけるプラズマ処理装置の断面図
【図４】本発明の第５実施形態におけるプラズマ処理装置の断面拡大図
【図５】本発明の第６実施形態におけるプラズマ処理装置の断面図
【図６】本発明の第６実施形態におけるプラズマ処理装置の断面拡大図
【図７】本発明の第７実施形態におけるプラズマ処理装置の断面図
【図８】本発明の第８実施形態におけるプラズマ処理装置の断面図
【図９】本発明の第９実施形態におけるプラズマ処理装置の断面図
【図１０】本発明の第９実施形態におけるガス噴出面の模式図
【図１１】本発明の実施形態および従来例におけるガス噴出面の模式図
【図１２】本発明の第１０実施形態におけるプラズマ処理装置の断面図
【図１３】本発明の第１０実施形態におけるガス噴出面の模式図
【図１４】本発明の第１０実施形態における発光強度分布を示す図
【図１５】本発明の第１１実施形態におけるガス噴出面の模式図
【図１６】誘導結合型プラズマ源におけるプラズマ処理装置の断面図
【図１７】第１の従来例におけるプラズマ処理装置の断面図
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【図１８】第２の従来例におけるプラズマ処理装置の断面図
【図１９】第３の従来例におけるプラズマ処理装置の断面図
【図２０】第４の従来例におけるプラズマ処理装置の断面図
【符号の説明】
【０２１４】
　１　上部電極
　２  下部電極
　３  被処理物
　４  処理ガス供給装置
　５  ガス流路
　６  ガス噴出板
　７  ガス噴出面
　８  ガス噴出口
　９  高周波電源
　１０　プラズマ
　１１　異形被処理物
　１２　モーターユニット

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】

【図１３】

【図１４】

【図１５】
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